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日本企業の競争力低下要因を探る
～研究開発の視点からみた問題と課題～

経済調査部　エコノミスト　大塚　哲洋＊

１．近年の日本経済の不振の一因として、日本企業の競争力低下が指摘される。本稿では、研究開発の
視点から日本企業の競争力低下要因について分析するとともに、今後のわが国の競争力向上に向け
た企業と政府の課題について考察する。

２．研究開発投資は、長期的に見て生産性や収益性等の様々な面において、企業や経済の成長に寄与す
る。しかし、近年の日本に限って言えば、この関係が成り立ちにくくなっている。

３．日本の研究開発投資額は、主要国と比べて投資額で見れば高い水準となっている。しかし、高い研
究開発投資が必ずしも企業収益に結びついていない。研究開発活動と企業業績や経済との関係を見
るために、企業収益や付加価値を研究開発支出規模で相対化する「研究開発効率」という指標を作
成し、マクロレベルでの研究開発効率の動きをみると、日本の「研究開発効率」は近年低下傾向に
あることが分かる。またその水準は米国やドイツの水準を大幅に下回って推移している。

４．その要因としては、以下の3点があげられる。①研究開発者の質が低下している上に、時流に乗っ
た研究開発システムが取られていない。②収益率の低い産業に研究開発投資が集中している。企業
規模別でも、収益率の低い大企業に研究開発投資が集中している。③技術経営戦略に問題があり、
技術を企業収益につなげられていない。日本製品はガラパゴス化と揶揄されるように、独自の進化
をとげており、海外市場を取り込めていない。

５．研究開発効率を上げるために、日本企業は、オープンイノベーションへの取組を推進するべきであ
る。また、世界の次の潮流となりつつある、優秀な研究開発人材の確保を目的とした研究開発拠点
の新興国への設立にも早期に対応する必要がある。

６．政府は、研究開発投資促進に重点を置いた政策を取っているが、研究開発投資の不足が日本の研究
開発の成果が思うように出ていない本質的な要因ではない。研究開発効率向上を促す政策（オープ
ンイノベーションの促進、MOT人材育成サポート、海外へのR&D拠点進出支援など）の拡充が
求められる。
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１．はじめに

世界金融危機・同時不況による深刻な景気悪
化に見舞われた日本経済は、内外の経済対策の
効果などから最悪期を脱し、回復基調にある。
しかし、水準的に見れば、いぜん厳しい状況に
置かれており、より長い目で見れば、バブル崩
壊後長期にわたる低迷状態から浮上できずにい
るという見方もできる。
このような長引く経済の不振の一因として、
しばしば指摘されるのが日本企業の競争力低下
である。ハイテク産業の付加価値の世界シェア
を見ても、日本は1990年代後半以降、低下の一
途を辿っている（図表1）。実際に、かつて世
界で高いシェアを誇ってきた電機機器等の分野
においても、日本企業は劣勢に追い込まれてい
る。
このような競争力低下の要因を突きとめると
ともに、競争力を底上げしていくための有効な

対策を検討、実施していくことは日本にとって
重要な課題となっている。その競争力向上のた
めの鍵を握るのが研究開発であり、それが生み
出す技術力とイノベーションではなかろうか。
日本のこれまでの経済成長が、高い技術力を
持った製造業に牽引されてきたことは言うまで
もない。また、日本の科学技術力の高さは広く
内外に認識されてきたところである。世界経済
フォーラム1）の「2009年国際競争力レポート」
においても、日本は「イノベーション能力」の
項目において世界第1位の評価を受けている。
このような高い技術力を擁していながら、日本
企業の競争力が低下しているのはなぜなのか。
研究開発と競争力の関係2）を再確認し、そこか
らわが国の成長力を高める手立てを導き出すこ
とが必要になる。
そこで本稿では、企業の研究開発活動に焦点
を当て、「研究開発投資と企業競争力」につい
て考察した。具体的には、まず研究開発が企業
の競争力につながるのか、先行研究の整理と企
業データベースを用いた実証分析により明らか
にする（第2節）。次いで、日本の研究開発投資
の動向を確認し、そのパフォーマンスの変化を
把握する（第3節）。その上で、日本の研究開発活
動が抱える問題点について検証する（第4節）。
以上を踏まえた上で、後半では現在の研究開
発支援制度の有効性について分析し（第5節）、
結びとして今後のわが国の競争力向上に向けた
企業と政府の課題について考察する（第6節）。

２．研究開発を行うことの意義

一般的に、研究開発投資は企業が持続的に成
長するために不可欠な先行投資の一つとして考
えられている。しかし、研究開発活動を行って

 1） スイスのジュネーヴに本部を置く非営利財団。毎年各国の競争力を比べたランキングを発表している。
 2） 研究開発の強化により技術力を高め、高い技術力をもって競争力を強化するという因果関係。
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図表1：ハイテク産業の付加価値の世界シェア

（注）1．ドル・ベースの全世界付加価値合計に対するシェア。
　　 2．対象となるハイテク産業はOECDによって定義

されたもので、航空機、携帯電話、事務用機器・
コンピューター、医薬品等を指す。

（資料） NSF（米国科学財団）
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も、その結果が実用的な技術や製品の創出にま
でつながるかどうかは不確かであるし、製品開
発にまで漕ぎ着けても、それが消費者に受け入
れられ、対価という形で適切なリターンを得ら
れる保証はない。そこで本節では、研究開発を
行う意義について、先行研究の整理に加え企業
財務データを用いた実証分析により、再考して
おきたい。

⑴　研究開発とは

まず、研究開発の定義について確認しよう。
研究開発とは、新技術の獲得や新事業の育成を
行うために、新たな知識の創出を図る活動であ
る。企業にとって重要な成長のエンジンである
プロダクトイノベーション（新製品・サービス
の開発）やプロセスイノベーション（作業工程
の効率化による生産性向上）は、通常研究開発
によって生み出されるものである。
研究開発は、一般的に目的やその行動主体に
よって3段階に分けることが出来る（図表2）。
まず第一段階として、知識（シーズ）の獲得を
目的とした「基礎研究」がある。通常、基礎研
究は科学者や研究者によって行われ、その重要
な担い手となるのは大学である。次に第二段階
として、基礎研究で得られた知識などを利用し

て実用化の可能性を探る「応用研究」がある。こ
の段階は技術者が担い、民間企業が中心となっ
て行うケースが多い。そして第三段階として、
最終的な製品開発を目指す「開発研究」があり、
これは大抵のケースにおいて民間企業の開発者
によって遂行される。しかし実際のところ、3つ
の段階を厳密に分けるのは困難であり、多くの
ケースにおいて実用化を意識しつつ知識（シー
ズ）獲得が図られているし、事業化を念頭に置
いて実用化に向けた技術形成が行われている。

⑵　研究開発と企業競争力についての先行研究

次に、研究開発投資と企業競争力の関係につ
いて、代表的な先行研究をもとに整理しておき
たい。
研究開発投資と企業パフォーマンスの関係に
ついては、多くの先行研究がある。Aboodg 
and Lev（2001）は、米国企業の研究開発投資
が企業パフォーマンス向上に寄与しているかど
うかを検証した。その結果、米国の化学産業に
おいては、研究開発投資が有形固定資産への投
資よりも高い収益を生み出していることが示さ
れた。Mansfi eld（1981）は、化学・石油・鉄鋼
業について、研究開発支出と生産性の関係を分
析した。そこから、企業規模一定の下で長期的
に見れば、企業の重要な発明の数は研究開発投
資額と高い相関があるという結論が提示されて
いる。Branch（1974）は、研究開発投資と企業
の収益性に次のような関係があることを確認し
た。まず第一の関係として、研究開発投資は収
益の増加をもたらす。次に第二の関係として、
企業収益の増加による手元資金の増加は、研究
開発投資をさらに増加させる。最後に第三の関
係として、将来の収益性への期待も、研究開発

図表2：研究開発の段階とその目的・担当者

工程順 段　階 目　的 担当者

① 基礎研究 知識（シーズ）
の獲得 科学者・研究者

② 応用研究 実用化に向けた
技術の形成 技術者

③ 開発研究 新製品・新プロセス
の事業化 開発担当者

（資料）みずほ総合研究所作成
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投資の増加をもたらす効果がある。以上の3点
である。その他、研究開発投資と将来の収益の
間の因果性を説明した研究には、Sougiannis
（1994）など、多数が存在する。また、収益以
外の指標との関連性では、Mansfi eld（1988）が
研究開発投資が生産性を高める効果を、Ra-
venscraft and Scherer（1982）が研究開発ストッ
クが当期利益に与える正の影響を確認してい
る。
わが国における研究では、後藤・鈴木（1989）
が産業別研究開発投資の収益性に関する分析を
行い、自動車産業や医薬品産業での高い収益率
を示す結果を得ている。さらにこの結果から、
著者らは研究開発投資が生産性向上に寄与して
いることを示唆した。権・深尾・金（2008）は、
研究開発投資のTFP3）上昇に対する有意な正の
効果を把握した上で、これを産業別・時期別に
分けても同様の正の効果が見出せることを導き
出した。加えて、開発研究・応用研究がTFP
上昇率に与える効果が高く安定的であることも
指摘している。

⑶　研究開発と競争力についてのデータによる

検証

以上のように、多くの先行研究において研究
開発投資が企業のパフォーマンス向上に寄与す
ることが示されている。本調査においても、研
究開発投資と企業競争力の関係について若干の
実証分析を行ってみた。
ａ．マクロ経済の影響

まず、研究開発投資がマクロ経済の生産性や
成長性に及ぼす影響について定量的に分析し

た。ここでは、研究開発投資を多年にわたって
累積したR&D（研究開発）ストック4）を用いて
従業員1人当たり付加価値を推計することによ
り、研究開発投資の生産性向上への寄与につい
て確認する。なお、説明変数として用いた
R&Dストックは、技術水準（もしくは知識水準）
を代理する変数として採用した。その推計結果
は図表3の通りで、R&Dストックと従業員1人
当たり付加価値の間には有意な正の関係が観察
された。このことから、長期的に見れば研究開
発投資が1人当たり付加価値の増加、すなわち
生産性向上に寄与することが確認できた。しか
し、近年はR&Dストックによって推計された
理論値ほど、実際の従業員1人当たり付加価値
が増加しなくなっていることも見て取れる。こ

 3） TFP とは、Total Factor Productivity（全要素生産性）の略で、長期的な成長力を構成するファクターのうち、労働と資本
を除くものである。

 4） ここで用いたR&Dストックは、研究開発を行ってから結果が出るまでのラグを1期、償却率を10％と考えて、t期 R&D
ストック＝ t-1期研究開発費＋0.9× t-1期 R&Dストックとして算出した。R&Dストックを対象期間中の償却率一定かつ名
目ベースで算出しているため、製品のライフサイクル短期化等による償却期間の短縮や、研究開発に関する物価の上昇等
の影響で、実質R&Dストックの目減りが起きている可能性があることには注意が必要である。

図表3：R&Dストックによる従業員
　　　1人当たり付加価値の推計

（注） ln（従業員1人当たり付加価値）＝
0.36×ln（R&Dストック）＋2.41

（14.99）  　　　　　　　　（9.15）
推計期間：1973～2006年、Adjusted R-squared＝0.87、
Durbin-Watson stat＝0.18
従業員1人当たり付加価値とR&DストックはADF検定
を用いて1％水準で単位根が存在するという仮説を棄却で
きた。
（資料）総務省「科学技術研究調査報告」、財務省「法人企

業統計調査」より、みずほ総合研究所作成
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のことは、近年研究開発投資が生産性の向上に
つながりにくくなっていることを示唆してい
る。
同様の関係とその変化は、単純にR&Dス
トックと従業員1人当たり付加価値の相関係数
を算出することによっても確認することができ
る（図表4）。推計期間を1973年～2006年とし、
長期のスパンで見た場合、R&Dストックと従
業員1人当たり付加価値の相関係数は0.90と
なっており、高い相関関係が示されている。し
かし、推計期間を95年以前と96年以降に分けて
みると、状況は大きく異なり、73年～95年の相
関係数は0.97を示した一方で、96年以降の相関
係数は▲0.82と逆相関の関係になった。90年代
後半以降は、金融危機等による日本経済の停滞
が影響している可能性もあるが、いずれにせよ
R&Dストックの伸びが経済の高パフォーマン
スにつながりにくくなっていることが示唆され
る。
研究開発投資がマクロで見た生産に与える影
響についてもう1点言えることは、研究開発投
資の増加が、従業員1人当たり付加価値の増加
に波及するまでには時間を要するということで
ある。従業員1人当たり付加価値について、研
究開発投資に対するインパルス応答関数を推計
したところ、研究開発投資を1％増加させた場合

の従業員1人当たり付加価値の押し上げ効果は、
当初5年間では0.04％ポイントにとどまった。
しかし、6年目以降になると押し上げ効果の拡
大ペースが速まり、8年間で約0.11％ポイント、
10年間で約0.16％ポイントという結果が示され
た（図表5）。推計結果は幅を持ってみる必要
があるものの、研究開発投資のマクロ経済への
寄与が高まるには5年以上要する可能性が高い
ことが確認された。
ｂ．企業業績への影響

次にミクロレベルでの把握として、研究開発
投資が個別企業の業績へ与える影響をチェック
する。ここでは、上場企業の財務データベース
OSIRIS を用いて、研究開発費の増減が、その
後7年間の企業の収益性向上につながっている
のかを調べた。前述したとおり、研究開発投資
がマクロ経済に強く影響が出るまでには5年以
上要するとみられるが、個別企業への影響はよ
り早く出る可能性もあるため、1年目～7年目の

図表4：R&Dストックと従業員1人当たり
付加価値の相関係数 　　

年 相関係数

1973年～2006年 　0.90

1973年～1995年 　0.97

1996年～2006年 －0.82

（資料）総務省「科学技術研究調査報告」、財務省「法人企
業統計調査」より、みずほ総合研究所作成

図表5：従業員1人当たり付加価値の研究開発
　　　費に対する累積インパルス応答関数

（注）従業員1人当たり付加価値と研究開発費からなる
VARモデルで推計して、研究開発費が前年比1％増
加した時の累積インパルス応答関数をプロットした。
Granger 因果関係が10％の有意水準で成り立つ。

（資料）総務省「科学技術研究調査報告」、財務省「法人企
業統計調査」より、みずほ総合研究所作成
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収益の変動を分析した。
具体的には以下のとおり、調査対象企業を
OSIRIS でデータ取得可能な売上高研究開発費
比率1％以上の企業とし、以下の4パターンに分
けて分析を行った。
①　1999年から2000年にかけて研究開発費を
増やした企業と減らした企業の、その後7
年間の2000年対比の ROAの伸び。
②　1999年から2001年にかけて研究開発費を
増やした企業と減らした企業の、その後7

年間の2001年対比の ROAの伸び。
③　2000年から2001年にかけて研究開発費を
増やした企業と減らした企業の、その後7
年間の2001年対比の ROAの伸び。
④　2000年から2002年にかけて研究開発費を
増やした企業と減らした企業の、その後6
年間の2002年対比の ROAの伸び5）。
調査結果は、図表6の通りであり、総じて研究

開発費を増やした企業は減らした企業よりその後
のROAの伸びが大きいという結果が得られた6）。

 5） ただし④のパターンの分析は、入手可能データに制約があるため6年間とした。
 6） ①～④以外にも計測時期（期間）をずらしたケースについても分析を行ったが、多少の例外はあるにせよ基本的な結論は

変わらなかった。

図表6：研究開発費の増減とその後のROAの変化
（％ポイント）

①1999年→2000年
2000年対比の ROAの伸び

（対象社数） 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

研究開発費を増やした企業 197社 ▲1.15 ▲0.56 1.05 2.61 3.13 3.38 3.37

研究開発費を減らした企業 113社 ▲1.96 ▲0.52 0.62 1.66 2.24 2.88 3.02

（％ポイント）

②1999年→2001年
2001年対比の ROAの伸び

（対象社数） 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

研究開発費を増やした企業 103社 1.49 1.68 1.08 0.50 0.67 ▲0.32 ▲5.09

研究開発費を減らした企業 205社 0.96 1.54 0.89 0.34 0.42 0.17 ▲4.34

（％ポイント）

③2000年→2001年
2001年対比の ROAの伸び

（対象社数） 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

研究開発費を増やした企業 274社 0.72 17.65 19.02 19.25 19.69 19.81 15.53

研究開発費を減らした企業 226社 0.73 16.87 17.72 18.09 18.89 17.89 14.36

（％ポイント）

④2000年→2002年
2002年対比の ROAの伸び

（対象社数） 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

研究開発投資を増やした企業 268社 8.92 9.59 9.88 10.25 9.87 5.69

研究開発投資を減らした企業 226社 6.93 7.91 8.57 9.18 8.61 5.04

（注） 1．OSIRIS（企業財務データベース）でデータ取得可能な企業のうち、研究開発費／売上高が1％以上のものを対象としている。
　　 2．対象企業の中間値を採用。
　　 3．網掛けは、研究開発費を増やした企業と減らした企業の比較で、ROAの伸びが高い側。
（資料） OSIRIS よりみずほ総合研究所作成
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以上をまとめると、研究開発投資は、マクロ
経済の生産性や成長力の向上に貢献し、ミクロ
レベルで見ても、企業のパフォーマンスにプラ
スの影響を与えることが再確認できた。この点
は、既存研究の成果からも、また今回行った分
析からも明らかである。ただし日本では、近年
この関係に変化が生じている可能性があり、研
究開発投資が以前のようにマクロ経済の成長に
結び付かなくなってきていることも示唆され
た。この点については、第4節であらためて考
察する。

３．日本の研究開発の動向

前節では、研究開発投資のマクロ経済の成長
や企業収益への寄与について確認した。以下で
は、実際に日本の研究開発投資の動きや研究開
発活動を取り巻く環境がどのように変化してき
ているのかを確認するとともに、研究開発の結
果として生み出された日本の技術力や企業収益
パフォーマンスの実態について考察したい。

⑴　研究開発と企業競争力についての先行研究

ａ．マクロレベル

まず、わが国全体で見た研究開発支出の推移
について確認する。総務省の「科学技術研究調
査報告」によれば、日本の研究開発支出7）は増
加トレンドを辿っており、2008年度において約
19兆 円（名目GDPの3.8％） となっている
（図 表 7）。これは、国際的に見ても高い水準で
ある。2007年におけるOECDのデータを用い
て、海外の主要国8）と比較してみると、日本は
研究開発支出の実額こそ米国より少ないもの
の、研究開発支出の対GDP比は最も高い水準
となっている（図表8）。

次に、研究開発支出の組織別（企業・政府・
その他）、性格別（基礎・応用・開発）の内訳
について確認する。まず組織別の内訳を見ると、
日本の研究開発支出の70％超は企業部門によっ

 7） 名目ベース。
 8） 米国、ドイツ、英国、中国。

図表8：研究開発支出とそのGDP比の国際比較

（注） 1．購買力平価ベース。
　　 2．2007年時点の数値。
（資料） OECD「Research and Development Statistics」
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て支出されていることが分かる（図表9）。一
方で、政府部門の割合は約15％と、国際的に見
ても極めて低い水準にある9）。企業部門のウェ
イトが大きいこともあり、わが国の研究開発の
性格別内訳では応用研究・開発研究の占める割
合が高く、2008年時点では両者合計で86％と
なっている（図表10）。
企業部門の研究開発動向に移ろう。まず、企
業規模別に見ると、日本の企業部門の研究開発
活動は大企業の占めるウェイトが大きいことが
わかる。例えば従業員数別研究開発費の割合で
は、従業員数が500人以上の企業（多くは大企業）
が占める割合が93％となっている（図表11）。
これは主要国と比較しても突出して高い水準で
あり、韓国、米国、英国、ドイツといった国は
80％前後の数値（韓国72％、米国81％、英国
73％、ドイツ84％）となっている。また、資本
金別の研究開発費を見ると、資本金100億円以
上の企業の割合が圧倒的な高さを示している
（図表12）。しかも、資本金100億円以上の大企

業の研究開発費が増加トレンドを辿っているの
に対して、資本金1億円未満の中小企業につい
ては減少傾向となっている。
次に、産業別の研究開発費について確認して
みよう。まず研究開発費を多く計上している産
業としては、電機機械工業、自動車工業、機械

 9） ただし、米国や中国は軍事関係の研究費が大きいという事情もある。

0 20 40 60 80 100

日本
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ドイツ

中国

英国

企業 政府 その他

（%）

図表9：研究開発支出の組織別割合

（注） 2007年時点の数値。ドイツは2006年時点。
（資料） OECD「Research and Development Statistics」
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図表10：研究開発支出の性格別割合

（注）日本：2008年、米国・中国：2007年、フランス・韓国：
2006年の数値。

（資料） OECD「Research and Development Statistics」
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図表11：従業員数別研究開発費の割合

（注） 2007年時点の数値。
（資料） OECD「Research and Development Statistics」
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工業と言ったハード系の産業が挙げられる
（図 表 13）。一方で、化学工業、情報サービス
業といった産業における研究開発費はこれらを
大きく下回っている。これはトレンドで見ても
同じ傾向となっており、ハード系の産業が研究
開発費を伸ばしている一方で、ソフト系の産業
はほぼ横ばいとなっている。

⑵　研究開発を取り巻く環境の変化

以上のように、わが国の研究開発は民間企業、
中でも大企業、そしてハード系の産業を中心に
担われてきたが、グローバル化の進行や内外に
おける競争の激化の中で、近年研究開発を巡る
環境にも大きな変化が生じている。ここでは、
そのような変化をフォローしておきたい。やや
古い調査ではあるが、（独）経済産業研究所の「平
成15年度日本のイノベーションシステムに関わ
る産学連携実態調査報告書」によれば、近年の
研究開発を巡る状況として、「市場ニーズ反映
の重要性」、「製品のサイクルが短縮」、「研究開
発の国際競争が激化」、「研究開発コストが上昇」
といった認識が示されている（図表14）。
この中でも、企業にとって最も対応が難しい
のが「市場ニーズ反映の重要性」であり、ニー
ズの多様化への対処であろう。情報の増大や少
子高齢化の進行等により、一般消費者の製品に
対するニーズは多様化している。企業が自社の
みでこれに対応するとなると、多品種開発が必
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図表12：資本金別研究開発費の推移

（資料）総務省「科学技術研究調査報告」
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図表14：研究開発を巡る状況（アンケート調査）

（注） 1．それぞれの評価項目について、「そう思う」から「思
わない」まで5段階で回答する尺度法を採用。ここ
では各項目にスコアを与えて平均値を求めている。

　　 2．2004年時点の調査。
（資料）経済産業研究所「日本のイノベーションシステム

に関わる産学連携実態調査報告書」

図表13：産業別研究開発費の推移

（注） 1．機械工業＝はん用機械器具工業＋生産用機械器具
工業＋業務用機械器具工業。

　　 2．電気機械工業＝電子部品・デバイス・電子回路製造業
＋電気機械器具製造業＋情報通信機械器具製造業。

（資料）総務省統計局
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要になり、研究開発者の増員等を迫られて、研
究開発コストの大幅な上昇を招くこととなる。
また、製品のライフサイクルの短縮も企業に
とっては容易ならざる問題である。ニーズが多
様化する中で、技術革新の速度が上昇しており、
製品のライフサイクルは急速に短期化してい
る。上場製造業に対するアンケート調査を見て
も、各産業の製品のライフサイクルは、5年前
に比べて1～2割程度短かくなっていることが分
かる（図表15）。
このような状況を打開するためには、「オー
プンイノベーション10）」を進め、積極的に他社
（もしくは公的部門）との連携を行う必要があ
る。実際に研究開発のオープン化は確実に進ん
でおり、日本企業の社外支出研究費11）の割合は
上昇傾向にある（図表16）。しかし、日本企業
の多くは旧来より自前主義で発展してきたこと
もあり、海外の企業と比べてオープンイノベー

ションの導入は相当に遅れを取っている。
海外の有力企業は、積極的にオープンイノ
ベ̶ションを導入している。例えば米国の半導
体大手インテル社は、自社の中央研究所の主目
的を、世界の大学、装置・材料メーカー等が生
み出す先端サイエンスナレッジの吸収および活
用とするなど、独自のオープンイノベーション
システムを確立している。
研究開発のオープン化と合わせて起こってい
るのが、研究開発のグローバル化である。研究
開発の国際競争激化への対応や、グローバル市
場の取り込みのために、企業は研究開発のグ
ローバル化を進めている。日本企業の海外現地
法人における研究開発費は増加トレンドを辿っ
ており、2008年度時点においては企業部門研究
開発費の約4％を占める約5,000億円となってい
る（図表17）。特に近年は、新興国における研
究開発拠点（投資）の増加が著しい。海外研究
開発拠点としては、2003年度時点では米国中心
で、アジア地域に開発拠点を持つと答えた企業
は40％に満たない水準であったが、2007年度に

 10） 自社技術だけでなく、他社の技術やアイデアも活用して革新的な製品やビジネスモデルを作り出すこと。
 11） 共同研究や外部にアウトソーシングした研究開発の費用を指す。
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図表15：5年前と比べた製品のライフサイクル
（アンケート調査）　　　　　

（注） 1．上場製造業227社に対するアンケート調査。
　　 2．5年前の製品ライフサイクル＝100として算出した

回答時点の製品ライフサイクル。
　　 3．経済産業省による2007年2月の調査。
（資料）経済産業省他「2007年版ものづくり白書」
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図表16：社外支出研究費割合の推移

（注）社外支出研究費割合＝社外支出研究費／総支出研究費
（資料）総務省「科学技術研究調査報告」
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なると中国に拠点を持つ企業は約50％、その他
のアジア地域については約40％と割合を高めて
いる12）（図表18）。
ただし、日本企業の研究開発の国際化は、欧
米企業に比べて大きく遅れている。実際に
UNCTAD（国連貿易開発会議）においても、日
本は研究開発の国際化が遅れている主要国の一
つとして挙げられている。

⑶　日本の研究開発のパフォーマンス

これまで日本の研究開発投資の動向と、近年
の研究開発を取り巻く環境の変化を確認してき
たが、日本の研究開発のパフォーマンスはどの
ようになっているのであろうか。はじめに、自
然科学・工学分野における論文数のシェアにつ
いて確認してみよう。主要国の総論文数に占め
る日本の論文数のシェアは、2000年時点では
9.6％あったものの、その後は中国の台頭の影

響等もあり、シェアを低下させている（図 表 19）。
論文数のシェア低下以上に深刻なのが、論文の
「質」に対する相対的評価の低迷である。その
一例を挙げると、一般的に論文の質を表す指標
としては、論文の相対被引用度という指標が用
いられるが、2002年～2006年における日本の相
対被引用度は0.96と国際的な平均である1.0を下
回る水準にとどまっている（図表20）。
論文数のシェアが伸び悩む一方で、国内や海
外に登録した特許の件数では引き続きわが国が
世界で1位を確保している（図表21）。さらに、
近年は登録件数を大きく伸ばしている。しかし、
特許収益性（特許がいかに収益を生み出してい
るか）という観点では、日本は欧米に比べて大
きく劣後しており13）、利用頻度が高い特許を多
く保有しているわけではない。また、技術貿易
収支14）を見ると、特許を巡るわが国の特異な状

 12） 複数回答あり。
 13） 経済産業省の「特許財産戦略指標」では、特許収益率＝GDP（当期）／国際特許5期累計としている。これによれば、日本

の特許収益率は主要5カ国（ドイツ、米国、フランス、英国、日本）中、5位となっている。
 14） 技術貿易とは、研究・開発により得られた技術等（特許権、商標権、意匠権、ノウハウ、技術指導等）の提供・受け入れ

に関する国際商取引をいう。
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図表18：日本企業の海外研究開発拠点の設置地域

（注）複数回答可での集計結果（総回答社数に対する構成比）。
（資料）文部科学省「民間企業の研究開発に関する基本調査」

図表17：日本企業の海外現地法人の研究開発費

（注）回答率及び調査対象者にバラつきがあるため、年度
別の金額を単純に比較することはできない。

（資料）経済産業省「海外事業活動基本調査」
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況を認識することができる。日本の表面的な技
術貿易収支は黒字の状況が続いており、2007年
の黒字額は約9,500億円に上っている。しかし、
その黒字額の大部分は海外の日系子会社との取
引で計上したものであり、親子間取引を除いた
収支額ではほぼ均衡の状況となっている

（図 表 22）。一方で、米国は特許の登録件数こ
そ日本より少ないものの、親子間取引を除いた
貿易収支では2兆円程度の黒字を計上しており、
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日本
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英国
中国
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図表19：主要国の論文数シェア

（注）複数の国の著者もしくは研究者が執筆した共著論文
は、それぞれの国に重複計上。

（資料）The Thomson Corporation「National Science 
Indicators 1981～2006」、科学技術政策研究所「科
学技術指標」
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図表20：主要国の論文の相対被引用度

（注） 1．相対被引用度＝（国別の1論文当たりの被引用件
数）／（全世界の1論文当たりの被引用件数）。

　　 2．2002年～2006年の5年間の累積値。
（資料）The Thomson Corporation、経済産業省
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図表21：特許登録件数の推移

（注）国内登録件数及び海外登録件数の合計。
（資料）WIPO（世 界知的所有権機関） 「INDUSTRIAL 

STATISTICS」、特許庁「特許行政年次報告書」
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図表22：技術貿易収支（親子間取引を除く）
の日米比較 　　　　　　

（注） 1．日本と米国では親子会社の定義が異なる。日本の
親子会社は出資比率50％超の場合を指すが、米国
の場合は直接または間接に10％以上の株式あるい
は議決権を持つ場合を指す。

　　 2．日本と米国では技術貿易の定義が異なる。日本は、
①特許、実用新案、著作権、②意匠権、③技術指
導、④技術援助が含まれるが、米国はロイヤリティ
とライセンスとコンピューターデータ処理（06年
以降）のみが含まれる。

　　 3．為替レートは各年の平均レートにて換算。
（資料）総務省「科学技術研究調査報告」、NSF（米国科学財団）
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特許の収益性では日本を大きく上回っている。
また、専門家の間でも、技術力で米国が日本
を上回っている分野が多いとの評価が示されて
いる。科学技術振興機構の「科学技術・研究開
発の国際比較（2009年版）」によれば、主要な
産業分野のうち環境とナノテクノロジーを除く
分野では、大半のカテゴリにおいて日本は米国
より技術開発水準が相対的に低いと評価されて
いる（図表23）。特に技術開発水準、産業技術
力における両国の差が、研究水準の差と比べて
大きなものとなっており、事業化に近づく段階
での日本側の劣勢がうかがえる。とりわけ先端
計測技術やライフサイエンスにおいてはそうし
た傾向が明瞭で、日本は研究開発の水準こそ高
い評価を受けているカテゴリが多いが、技術開
発水準や産業競争力で高い評価を貰っているカ
テゴリはほとんどない。実際に、ゲノム分野で
は、糖ゲノムや遺伝子発現解析等、一部カテゴ
リで世界最高水準の研究を行っているにも関わ
らず、ゲノム創薬・ゲノム医療等の産業技術力

となると米国に大きく差を広げられている。
なお、先にみた特許の収益性について、わが
国の水準が低くなっているのは、価値の高い技
術が開発できていないこと以上に、技術移転市
場の発展が不十分であることの影響が大きいと
の見方もある。米国では、80年のスティーブンソ
ン・ワイドラー技術革新法15）やバイドール法16）、
92年の STTRプログラム17）等、30年以上前か
ら技術移転市場の活性化が図られてきたのに対
し、日本は96年になってようやく「科学技術基
本計画」が策定され、技術移転市場の整備を含
む産学官連携の推進方針が打ち出された。現在
までのところ日本のTLO18）の活動は活発とは
いえず、また民間事業者による知的財産流通も
ほとんど行われておらず、技術移転市場が十分
に機能しているとは言い難い状況である。

 15） 一定の条件を満たす国立研究所に、民間企業への技術移転を主任務とする職員を配置した事務所の設立を義務付け、また
国立研究所を保有する省庁に予算の一定割合を企業への技術移転促進に充当するように義務付けた法律。

 16） 米国特許商標法修正条項のこと。政府の資金で大学が研究した際の研究成果の特許を大学が所有できるようにした法律。
 17） 中小企業と大学・非営利法人との共同研究を対象とした資金提供プログラム。
 18） Technology Licensing Organization（技術移転機関）の略。大学の研究者の研究成果を特許化し、企業へ技術移転する法人。

図表23：技術力が非常に優れている分野数の日米比較

技術分野別区分 電子情報通信 環境 先端計測技術 ライフサイエンス ナノテクノロジー

日　本

研究水準 27 23 26 31 42

技術開発水準 29 28 15 5 40

産業技術力 25 26 8 3 32

米　国

研究水準 54 25.5 35 47 40

技術開発水準 53 21.5 31 38 37

産業技術力 42 15.5 25 31 25

（注） 1．各分野の専門家が2009年時点における各技術分野内の個別技術のカテゴリの技術水準を4段階で評価。その評価結果をも
とに、各技術分野において最も高い評価を得たカテゴリの数を、日本と米国それぞれにつき集計し、表示している。

　　 2．各技術分野ごとのカテゴリの数は、電子情報通信59、環境43、先端計測技術42、ライフサイエンス50、ナノテクノロジー66。
　　 3．最も高い評価か2番目に高い評価か判断がつかない場合は0.5として計算している。
　　 4．網掛けは、日米比較で各分野において最も競争力の高い評価を得たカテゴリの数が多い側。
（資料）科学技術振興機構「科学技術・研究開発の国際比較（2009年版）」より、みずほ総合研究所作成
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⑷　研究開発効率

これまで見てきたように、日本の技術力は相
対的ポジションこそ下げつつあるものの、引き
続き総じて高い水準を維持していることに変わ
りはない。この点はミクロレベルでも同様で、
研究開発に力を入れている企業は多く、研究開
発支出は引き続き高水準である。しかし一方で、
厳しい経営を余儀されなくされている企業が増
えており、冒頭で言及したように日本経済は長
きにわたる停滞状況から脱することができずに
いる。こうしたことから、高い水準にあるはず
の技術が、企業の事業成果に確実に繋がってい
るのかという重要な論点が浮かび上がる。そこ
で以下では、この論点について「研究開発効率」
という指標を用いることにより分析していく。
ａ．研究開発効率の計測

研究開発効率とは、「研究開発投資に対する
企業の事業成果」を定量的に表したものである。
ただし、研究開発投資を行ってから成果が表れ
るまでにはラグがあり、また研究開発そのもの
の効果だけを抽出することは難しいため、実際
に計測するには一定の仮定を置かなければなら
ない。先行研究では様々な研究開発効率の推計
方法が考案されているが、その代表例は村上
（1999）の手法で、その定義は「5年間の累積営
業利益」／「その前5年間の累積研究開発費」で
ある。その他、売上高、特許数や論文引用件数、
新製品数、付加価値等を成果の尺度としたもの、
またこれらのうち複数の指標を採り上げて合成
するなどして成果の尺度としたものなど多様な
計測方法が見られる。また、ラグや累積期間に
ついても、論者により差異がみられる。
ここでは試みに、3年間の研究開発活動が、1
年のラグの後、次の4年間の企業収益に影響を

与えると想定した19）。この想定による研究開発
効率の算出式を示すと、研究開発効率＝「過去4
年間の累積営業利益」／「8年前から6年前までの
累積研究開発費」となり、この式に基づいて企
業財務データベースから国内504社の研究開発
効率を計測した。その上で、研究開発効率と
ROAの関係を確認したものが図表24である。
これによれば、企業の収益効率を示すROAと
研究開発効率の間には密接な関係があり、研究
開発効率（2004～2007年）がサンプル企業の中
で中間値未満であった企業のROA（2007年）の
中間値は3.84倍であったのに対して、研究開発
効率が全体の中間値を超える水準にあった企業
のROAの中間値は8.07倍とそれを大きく上
回った。これらから、研究開発効率の企業競争
力への影響度は大きいと考えられる。

 19） 経済産業省による「研究開発の促進税制の波及効果」（2005年4月）によれば、企業の事業における平均像として、研究開発
期間の平均が2.9年（1990年～1999年のデータ）、市場投入までの期間の平均が1.2年（2000年以降のデータ）、収益計上期間
の平均が4.1年（1990～1999年のデータ）となっている。本稿では、これを前提として研究開発効率の分析を行った。

図表24：研究開発効率とROA

（注） 1．ORBIS でデータ取得可能な企業のうち、研究開
発費／売上高が1％以上の企業を対象とした。

　　 2．対象企業の中間値を採用。
　　 3．研究開発効率＝「2004年～2007年営業利益累積値

／2000年～2002年研究開発費累積値」。
　　 4．サンプル数は、それぞれ252社。
　　 5．ROAは2007年の値。
（資料） ORBIS より、みずほ総合研究所作成
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ｂ．日本の研究開発効率

次に、マクロで見た日本の研究開発効率を計
測して、国際比較してみよう20）。算出された日
本の研究開発効率は全産業ベースで見ても製造
業ベースで見ても、近年は低下トレンドとなっ
ており、現在は90年代前半と比べ全産業ベース
で約2割、製造業ベースで約3割低い水準となっ
ている21）（図表25、26）。また、この水準を米
国やドイツと比べると、近年日本は米国やドイ
ツを全産業ベースで約2割、製造業ベースで約3
割下回っている。
続いて、日本企業の研究開発効率を企業規模
別（資本金別）に見てみると、資本金1億円未
満の企業の研究開発効率が最も高くなってお
り、2番目は資本金1億円～10億円未満の企業と
なっている（図表27）。総じて規模が小さい企
業の方が、研究開発効率が高いといえそうであ
る22）。一方で、資本金100億円以上の大企業に
ついては、資本金1億円未満の企業より研究開
発効率が2割程度低い水準となっている。ただ
し、前述のとおり日本の中小企業の研究開発投
資額は総額としても小さい23）。このため、中小
企業の研究開発のマクロで見た影響は大きくな
いことになるが、他方でこのことは、研究開発
効率が高い中小企業の研究開発活動を活発化さ
せることが1つの課題となることを示している。
この点については第6節で付言する。
最後に日本の有力企業の研究開発効率につい
て、米国の有力企業と比較した24）。日米の有力

 20） マクロ経済の研究開発効率では、成果を表す指標として営業利益の代わりに付加価値の総額を利用した。ここでは、企業
における分析と同様の時間差を想定し、3年間の研究開発活動の成果が、1年間のラグの後、次の4年間に表れるものとして、
これを国レベルの指標により計測している。

 21） 全産業ベースの研究開発効率は、研究開発投資をほとんど実施しない卸売業や小売業といった産業も対象に入るため、算
出式の分母である累積研究開発支出が小さなものとなり、計算上製造業ベースの研究開発効率より数値が高くなる。

 22） 大企業に比べ中小企業は、調査で捕捉できている企業が少ないことや、研究開発費が厳密に算出・計上されていない企業
が多いとみられることなどから、統計上把握できる研究開発費の規模が実態より過小となっている可能性があることには
留意が必要である。

 23） 総務省「科学技術研究調査報告」によれば、資本金1億円未満の企業の2005年～2008年における研究開発投資額は、全企業
の研究開発投資額の約4％にとどまる。

 24） 鈴木（1993）が指摘しているように、日本の上場企業の財務諸表で報告されている研究開発費は過小となる傾向があるこ
とには注意が必要である。

図表25：各国の研究開発効率（全産業）

（注）研究開発効率＝（過去4年間の付加価値）／（8年前から
6年前までの累積研究開発支出）。

（資料）OECD「Science, Technology and Industry 
Scoreboard」をもとに、みずほ総合研究所作成
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図表26：各国の研究開発効率（製造業）

（注）研究開発効率＝（過去4年間の累積付加価値）／（8年前
から6年前までの累積研究開発支出）。

（資料）OECD「Science, Technology and Industry 
Scoreboard」をもとに、みずほ総合研究所作成
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企業の営業利益（2004年～2007年の累積値）と
研究開発費（2000年～2002年の累積値）の分布
を示したのが図表28である。この図表では、
横軸に累積研究開発費、縦軸に累積営業利益を
取っており、左上にプロットされるほど研究開
発効率が高く、右下にプロットされるほど研究
開発効率が低くなる25）。これを見て分かる通り、
相対的に研究開発効率が高くなっている日本企
業は、トヨタ、ホンダ、キヤノンである。一方
で、相対的に研究開発効率が低くなっている日

本企業は、パナソニック、東芝、ソニーである。
この図表を踏まえ、研究開発効率と主要製品
の特性について整理しておきたい。研究開発効
率が高い企業におおむね共通するのは、インテ
グラル型の製品26）を扱う企業であり、高度な擦
り合わせ技術を保有しているという特徴であ
る。一方で、研究開発効率が相対的に低くなっ
ている企業には、モジューラー型製品27）を広く
扱う企業が多い傾向がみられる。
藤本（2006）によれば、日本企業は、社内の
各部署が緊密に相互調整して、チームワークで
「顧客へ向かう設計情報の流れ」を作る能力に
秀でており、それと相性が良いのは組織内・組
織間の連携調整が競争力に直結しやすいインテ
グラル型製品である。そのため、自動車やデジ
タルカメラのようなインテグラル型製品を主力
としている企業は、日本企業の強みが発揮され
やすいことから競争力が維持され、研究開発効
率が高めとなっている。一方、電機製品、中で
も汎用 IT機器や家電品のようなモジューラー
型の製品を主力としている企業は、後発国の追
い上げを受けやすいことなどからシェアを失い
やすく、結果として研究開発効率が低めとなっ
ていると考えられる。

４．日本の研究開発効率の低迷要因

ここまで日本の研究開発のパフォーマンスを
見てきたが、総じてみれば技術水準は高い水準
を維持しているが、相対的に低下傾向にある。
他方で、研究開発が生み出す企業収益について
は大きく低下しているということがいえる。そ
れでは、なぜ日本の技術水準は相対的に低下し
たのであろうか。また、研究開発が企業収益に

 25） 日本は、トヨタ、ホンダ、キヤノン、パナソニック、ソニー、東芝、日立製作所、NECの8社。米国は、Intel、Ford、
Microsoft、Phizer、Cisco System、Merck ＆ Co、Motorola、Johnson ＆ Johnson の8社。

 26） 部品や生産工程の設計を製品ごとに特殊設計しており、相互調整・最適化しないと機能・性能を発揮出来ない製品。
 27） 製品機能と部品が1対1対応しており、インターフェースが標準化している製品。

図表27：企業規模別の研究開発効率
（倍）

資本金 研究開発効率

1,000万円～1億円未満 3.1

1億円～10億円未満 2.7

10億円～100億円未満 2.2

100億円以上 2.5

（注） 1．2005～2008年の研究開発効率。
　　 2．研究開発を行っている企業に限定。
（資料）総務省「科学技術研究調査報告」より、みずほ総

合研究所作成

図表28：日米有力企業の営業利益と研究開発費

（注）横軸：研究開発費（2000年～2002年累積値）、
　　 縦軸：営業利益（2004年～2007年累積値）。
（資料）経済産業省「我が国の産業技術に関する研究開発

活動の動向」、OSIRIS より、みずほ総合研究所作成
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結び付きにくくなっているのはなぜであろう
か。ここでは、日本企業の研究開発効率の低迷
要因について明らかにしたい。
ここでは、日本企業の競争力低下要因として
考えられるもののうち、代表的なものとして以
下の3点を採り上げた。
⑴　研究開発力の停滞
⑵　低収益分野に集中した研究開発投資
⑶　技術経営戦略
⑴は、技術力の相対的低下をもたらす「研究
開発力の問題点」、⑵～⑶は研究開発投資、技
術を収益につなげる力を弱めている「その他の
問題点」と読み取ることもできる。それぞれに
ついて、以下で具体的に説明したい。

⑴　研究開発力の停滞

前述した通り、日本の技術力、研究開発力が
引き続き高い水準を維持していることはいうま
でもない。しかし一方で、近年のわが国の研究
開発力が、海外と比較して相対的に停滞してい
るのではないかという懸念が生まれていること
も事実である。その中でも、日本の研究開発人
材に対する懸念は根強い。実際に、科学技術政
策研究所の「科学技術分野の課題に関する第一
線級研究者の意識定点調査（分野別定点調査
2009）」では、第一線級研究者の見方として、
大半の分野で研究者の質が低下しつつあるとの
調査結果が提示されている。特に、ライフサイ
エンス、環境、ものづくり技術といった分野で、
研究者の質への懸念が著しくなっている。
加えて日本は、海外からの優秀な研究者や学
生の受入れという点において遅れが見られる。
留学生の受入れ数を見ると、米国が年間約60万
人、ドイツやフランスが年間約25万人となって

いる一方で、日本は約12万人にとどまっており、
大きく差をつけられている。
このような人材面の不安があるにもかかわら
ず、日本ではこれを補うオープンな研究体制が
構築できていない。日本企業はこれまで自前主
義で成長してきた企業が多く、他社や大学、公的
研究機関との共同研究への取り組みに遅れが見
られる。研究開発活動において外部との協力関
係を持っている企業の割合は、ドイツ、フランス、
韓国といった主要国の水準を下回り、ベルギー
やフィンランドなど研究協力に積極的な国と比
べると半分程度しかない（図表29）。また産学連
携についても進んでいるとは言い難く、IMD28）

による産学連携効率性の評価において欧米諸国
などを大きく下回る評価を受けている（図表30）。

 28） IMDは、International Institute for Management（国際経営開発研究所）の略で、スイスの有力なビジネススクールの1つ
である。

図表29：研究開発活動において外部との
　　　　　協力関係を持っている企業の割合

（資料）OECD「Science, Technology and Industry 
Scoreboard 2007」

0

10

20

30

40

50

60

70 中小企業
大企業

（％）

ベ
ル
ギ
ー

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

英
国

韓
国

日
本



61

みずほ総研論集　2011年Ⅱ号みずほ総研論集　2011年Ⅱ号

⑵　低収益分野に集中した研究開発投資

さらに本質的な問題として、研究開発投資が
低収益分野（産業、企業規模）に集中している
ことがあげられる。
産業別の研究開発費の割合と売上高営業利益
率を見てみよう（図表31）。研究開発費の割合
は、売上高営業利益率が平均より低い電気機械
工業や自動車工業で高くなっている。一方で、
売上高営業利益率の高いソフトウェア・情報処
理業の研究開発費の割合は1.8％と低水準にと
どまっている。ここから、わが国では低収益分
野に研究開発投資が偏っていることが分かる。
また日本では、研究開発分野の「選択と集中」
が遅れている。研究開発費の産業別割合は、
1987年から2006年の間でほとんど変化していな
い（図表32）。一方、米国や韓国は、「選択と
集中」が進まない日本を尻目に、着実に研究開
発投資の重点分野へのシフトを進めてきた。
もっとも、これは研究開発だけに限った問題で
はなく、日本では産業構造の見直しが進んでい
ないことが問題であるといえよう。
低収益分野への研究開発投資が多いことは、

図表30：産学連携の効率性ランキング

2006年 2007年 2008年

1位 フィンランド スイス シンガポール

2位 米　国 シンガポール イスラエル

3位 オーストリア アイスランド スイス

4位 イスラエル イスラエル 米　国

5位 アイスランド デンマーク カナダ

日本（21位） 日本（23位） 日本（20位）

（注） 1．産学間の知識移転状況について IMDが評価した
もの。

　　 2．評価対象国数は、2006年が61カ国、2007～2008年
は55カ国。

（資料） IMD「IMD World Competitiveness Yearbook」

図表31：産業別にみた研究開発費と
売上高営業利益率

資本金
研究開発費 売上高営

業利益率金額（億円） 割合

1,000万円～1億円未満 4,359 3.2％ 5.1％

1億円～10億円未満 7,430 5.5％ 3.6％

10億円～100億円未満 24,870 18.3％ 3.8％

100億円以上 99,081 73.0％ 4.6％

（注） 1．2007年～2009年の平均値。
　　 2．研究開発費の割合は対象全企業に占める割合。
　　 3．対象は、研究開発活動を行っている企業に限定。
（資料）総務省「科学技術研究調査報告」より、みずほ総

合研究所作成

図表32：日本・米国・韓国における
　　　 研究開発費の産業別割合

国 名 産業名 1987年 1998年 2006年

日　

本

ラジオ、テレビ及び
通信装置製造業 23％ 24％ 23％

自動車工業 13％ 13％ 17％

化学及び化学製品 17％ 15％ 15％

コンピューター及び
関連産業 3％ 2％

米　

国

ラジオ、テレビ及び
通信装置製造業 16％ 11％ 12％

自動車工業 37％ 10％ 6％

化学及び化学製品 11％ 11％ 19％

コンピューター及び
関連産業 9％ 13％

韓　

国

ラジオ、テレビ及び
通信装置製造業 35％ 48％

自動車工業 18％ 15％

化学及び化学製品 6％ 8％

コンピューター及び
関連産業 3％ 2％

（注） 1．空欄はデータなし。
　　 2．OECDベースのデータであり、総務省「科学技術

研究調査報告」の数値とは異なる。
（資料）OECD「Research and Development Statistics」よ

り、みずほ総合研究所作成
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企業規模別の研究開発投資についても当てはま
る。前述の通り、日本の研究開発投資は大企業
偏重となっている。しかし研究開発を行ってい
る企業の売上高営業利益率を見ると、研究開発
費の全体に占める割合がわずか3.2％しかない
資本金1,000万円～1億円未満の中小企業で最も
高くなっている29）（図表33）。一般的に破壊的イ
ノベーションを起こすのは規模が小さい中小・
ベンチャー企業といわれており、中小・ベン
チャー企業の研究開発投資を増加させることが
重要な課題である。

⑶　技術経営戦略

また、高い技術力を製品や企業収益につなげ
られていない技術経営戦略面の問題も無視でき
ない。
日本企業の製品競争力の後退は、深刻な問題
となり始めている。モジュール化が進行し国際
研究開発競争が激化している今、優れた技術や
品質が必ずしも製品競争力に直結しないように
なっている。実際に高機能デバイスにより特異

なまでに高性能化された日本製品は、「ガラパ
ゴス化30）」と揶揄されるように、自国市場でこ
そ競争力を保っているが、海外市場では一般消
費者のニーズに適さない商品となっている。特
に携帯電話をはじめとしたデジタル製品で、そ
の傾向が著しく、こうした製品の海外市場にお
ける日本企業のシェアは僅かなものになってい
る（図表34）。
このような状況を語る上で重要なキーワード
となるのが、日本企業の「ハードウェア重視」
の製品開発である。日本企業は技術集約型、垂
直統合型で発展してきたこともあり、ハード
ウェア重視の製品開発を得意としている。しか
し、世界のデジタル製品の流れは、スマートフォ
ンに代表されるように、ハードとしての性能で
はなく、常に新しいコンテンツが入手できる

 29） 近年においては、中小企業の利益率は大企業の利益率を下回るというのが一般的な理解である。しかし、図表31は、研究
開発活動を行っている企業が対象となっているため、こうした活動を行う余力のある相対的に競争力のある中小企業の利
益率が集計されていると考えられる。そのために、資本金1,000万円～1億円未満の中小企業の利益率が資本金1億円以上の
企業の利益率より高めとなっている可能性があることには留意が必要である。

 30） 技術やサービスなどが日本市場で独自の進化を遂げて、世界標準からかけ離れてしまう現象。

図表33：企業規模別にみた研究開発費と
売上高営業利益率　　

資本金
研究開発費 売上高営

業利益率金額（億円） 割合

1,000万円～1億円未満 4,359 3.2％ 5.1％

1億円～10億円未満 7,430 5.5％ 3.6％

10億円～100億円未満 24,870 18.3％ 3.8％

100億円以上 99,081 73.0％ 4.6％

（注） 1．2007年～2009年の平均値。
　　 2．研究開発費の割合は対象全企業に占める割合。
　　 3．対象は、研究開発活動を行っている企業に限定。
（資料）総務省「科学技術研究調査報告」より、みずほ総

合研究所作成

図表34：主要製品の世界市場における　　
　　　　　日本市場シェアと海外市場における

日本企業のシェア　　　

製品名 世界市場における
日本企業シェア

海外市場（世界市場
―日本市場）におけ
る日本企業のシェア

携帯電話 11.4％  0.2％

ノート PC 21.7％  2.2％

デジタルカメラ 60.4％ 36.4％

液晶テレビ 43.4％  1.6％（注1）

DVDレコーダ 66.3％  3.7％（注2）

メモリ 16.1％ 13.9％

（注） 1．液晶テレビの輸出額シェアは、テレビの海外市場
における日本企業のシェア。

　　 2．DVDレコーダの輸出額シェアは、ビデオ機器の
海外市場における日本企業のシェア。

　　 3．携帯電話、ノート PC、液晶テレビ、DVDレコー
ダは2007年時点のシェア、その他は2006年時点の
シェア。

（資料）総務省「ICT国際競争力指標」
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ネットワーク型の製品としての性能が重視され
るようになっている。
加えて、日本は開発した技術の価値向上への
取組についても後手に回っている。技術の進歩
や移転スピードの上昇、グローバル市場を相手
にした製品開発の必要性の高まり等により、デ
ジュールスタンダード31）やデファクトスタン
ダード32）の獲得といった仕組み作り無しに技術
の継続的な価値創出を維持していくことは困難
になっている。欧米では、研究開発と市場戦略
と国際標準化戦略とは一体のものとして考えら
れており、先取り的な標準獲得への試みに注力
されている。一方日本は、国内市場に一定の規
模があり、国際市場への注目が薄かったことな
どから、国際標準獲得への積極的な動きがこれ
まであまり見られなかった。実際に ISO33）の幹
事34）引受数を見ても、日本は欧米に大きく引き
離されてきた（図表35）。また、前述したよう

な技術移転市場の整備の遅れも、技術の価値低
下をもたらしてきたといえよう。

５．研究開発支援制度の有効性

前節において日本企業の研究開発効率の低迷
の要因についてみてきたが、このような問題が
生じているのは、研究開発支援制度が必ずしも
適切に手当てされていない、あるいは機能して
いないといったことが影響している可能性もあ
る。そこで以下では、日本の研究開発支援制度
のうち主要な措置を確認するとともに、その代
表例ともいえる研究開発減税の有効性について
検証する。

⑴　研究開発支援制度の概要

日本の研究開発支援制度は、大きく2つに分
けることができる。1つは、研究開発減税や補
助金等の企業の研究開発投資促進を目的とした
制度である。もう1つは、TLOや産業クラスター
計画等のイノベーションシステムの構築、もし
くは企業の研究開発の効果を高めるためのサ
ポートを目的とした制度である。ここでは、そ
れぞれの代表的なものについて見ていきたい。
ａ．企業の研究開発投資促進を目的とした制度

企業の研究開発投資促進を目的とした制度に
は、補助金等の助成措置と、研究開発促進税制
等の税制措置がある。
助成措置の代表例としては、1999年に導入さ
れた中小企業技術革新制度（日本版 SBIR）が
挙げられる。これは「中小企業の新たな事業活
動の促進に関する法律35）」に基づき、中小企業

 31） 国際機関等によって定められた公的な標準。
32） 国際機関等による公的な標準でなく、市場の実勢により事実上の標準と見なされるようになった規格。
33） ISO とは、International Organization for Standardization（国際標準化機構）の略。
34） 幹事業務は、各国の標準化機関間の調整を行う業務。幹事業務を行うことにより、その国は諸提案を議題にすることや会

議開催地決定のリーダーシップが取れる等のメリットがあり、国際標準化を主導できる。
35） 「創業支援」、「中小企業の経営革新及び異分野の中小企業の連携支援」、「地域産業資源を活用した事業環境の整備支援」等

を行うことにより、活力ある経済社会を構築することを目的とした法律。

図表35：ISOの幹事引受数

（資料） ISO（国際標準化機構）「memento（調査報告書）」
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による新技術の開発とその成果を利用した事業
活動を促進するため、関係省庁が連携して、中
小企業による研究開発活動を一貫して支援する
制度である。具体的には、新産業の創出につな
がる新技術に関する研究開発を行う中小企業に
対して、補助金や委託費等を支払うとともに、
その成果を利用した事業活動を行う場合にも、
特許料等の軽減や債務保証の枠の拡大等の措置
を講じている。この制度のモデルは、米国にお
いて技術開発型ベンチャーの育成に大きく貢献
した支援制度 SBIR（Small Business Innovation 
Research）であり、2000年時点における米国
のバイオ製薬企業トップ10社のうち7社はSBIR
を活用した実績があるとされている（新成長戦
略「施策ヒアリング」津村政務官説明資料（2010
年4月28日））。しかし、日本版 SBIR は、創業
ベンチャーや中小ベンチャーが補助金を受け取
りにくいことや、補助金の対象先の選定にあ
たって米国ほど厳密に審査が行われていない等

の制度設計上の問題点を多く抱えており、現状
では十分に機能していないようである。
SBIR の他にも、各省庁、地方自治体、独立
行政法人、財団などによる様々な助成措置が行
われている（図表36）。これらの補助金制度は、
企業が研究開発を行う際に一定の条件が課され
ることがあるものの、将来性の高い中小企業や
ベンチャー企業の研究開発投資を促進すると
いったメリットがある。
続いて、税制措置である研究開発促進税制に
移る。研究開発促進税制は、研究開発に力を入
れている企業の税負担を軽減することにより、
民間部門の研究開発投資の拡大を促す減税措置
である。現在の日本の研究開発促進税制は、時
限無しの「総額型」（試験研究費の総額に係る税
額控除制度）と、2011年度までの時限措置であ
る「増額型」（試験研究費に係る税額控除（増額
型））もしくは「高水準型」（試験研究費に係る
税額控除（高水準型））で構成されている

図表36：主要な研究開発助成制度の例

機関名 名　称 助成額（1件当たり） 概要・ねらい

経済産業省 新連携支援事業 3,000万円
（技術開発を伴う事業化）

事業分野を異にする事業者と連携して新事業
活動を行う中小企業を支援し、新市場創出や
製品・サービスの高付加価値化を目指す。

（独）新エネルギー産業
技術総合開発機構

イノベーション推進事業
（実用化）

1億円
（次世代戦略技術）

優れた先端技術シーズや大学等の技術シーズ
を効率的に実用化させることを目的とする。

環境省 循環型社会形成推進
科学研究費補助金 300万円～1億円

廃棄物の処理等に係る科学技術に関する研究
を促進し、循環型社会の推進等に関する技術
水準の向上を目的とする。

（財）新技術開発財団 新技術開発助成 2,000万円
独創的な新技術の実用化をねらいとし、基本
的技術の確認が終了した後の実用化を目的に
した開発試作に対して支援する。

東京都中小企業
振興公社

地域資源活用
イノベーション
創出助成制度

800万円

地域の魅力向上や課題解決に取り組む意欲と
アイデアにあふれた中小企業に対して助成金
を交付し、地域密着型のイノベーションの創
出を図る。

（資料）各機関資料より、みずほ総合研究所作成
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（図 表 37）。これら2つを組み合わせることによ
り、最大で30％の法人税額の控除が可能となっ
ている36）。なお、研究開発促進税制における試
験研究費とは、各事業年度の所得の金額の計算
上損金の額に算入される「製品の製造」又は「技
術の改良、考案若しくは発明」に係る試験研究
のために要する費用で、試験研究を行うために
要する原材料費、人件費37）及び経費や、他の者
に試験研究を委託する場合の委託研究費等のこ
とを指す。
研究開発減税には2つの大きな特徴がある。1
つ目は、安定的に利益を計上し、税を納めてい
る企業にしか効果がないということである。安
定的に利益を計上している企業は大企業が多
く、自ずと大企業中心の優遇制度ということに
なる。実際に国税庁の調べにおいても、2007年
度に研究開発減税によって控除された法人税額
のうち、92.9％は資本金10億円以上の企業と
なっている38）。2つ目の特徴は、研究開発減税
は政策効果が出るまでに時間を要するために、
社会的に望ましい研究開発費水準を達成するま
でに一定の時間が必要になるということだ39）。
企業の研究開発投資の判断は、売上や利益、業
界他社の研究開発投資の動向などに左右される

ために、研究開発減税を拡大したとしても、企
業は直ぐに研究開発投資額を増加させるわけで
はなく、即効的な政策効果は期待しにくい。
日本の研究開発減税制度の実際の効果の検証
については、本節の後半部分で行いたい。
ｂ．イノベーションシステムの構築・研究開

発効率の向上を目的とした制度

次にイノベーションシステムの構築、もしく
は企業が行う研究開発の効果の向上を目的とし
た制度（施策）について見ていこう。
代表的な制度の一つとして、経済産業省の「産
業クラスター計画」が挙げられる。これは、地
域の企業・大学等からなる産学官の広域的な人
的ネットワークを形成するとともに、各種支援
策を実施することにより、地域の特性を活かし
た技術開発や産業育成の具体化を目指す制度で
ある。現在同制度のもと、全国で18のプロジェ
クトが運用されており、約10,200社の中堅・中
小企業と、大学、公的試験研究機関、産業支援
機関、金融機関及び商社等の約2,450の産業ク
ラスターサポーターとの広域的な人的ネット
ワークが形成されている。これにより、産学官
の間で流通する情報の質・量が高まり、技術・
経営情報・販路等の経営資源が相互補完される

36） 2010年度については40％まで法人税額の控除が可能。
37） 専門的知識をもってその試験研究の業務に専ら従事する者に係るものに限る。
38） 同年度における資本金10億円以上の企業の研究開発投資の全体に占める割合は91.7％であり、控除された法人税額の割合

が、研究開発投資の割合より高い。
39） Hall and Van Reenen（2000）等の先行研究あり。

控除額=試験研究費の増加額×5% 控除額=売上高の10%を超える試験
研究費×控除率

「総額型」控除額＝試験研究費の総額×8～ 10%（中小企業及び産学官連携は、一律12%）
本体（期限の無い措置）

「増額型」 「高水準型」

＋ ＋
上乗せ（時限措置） 税額控除額は、法人税額×10%まで

選択増加額=前3ヶ年度の平均試験研究費からの増加額
○前2ヶ年度より当該年度の試験研究費が増えて
　いることが条件 ○控除率=(試験研究費/売上高ー 0.1)×0.2

税額控除額は、法人税額×20%まで

図表37：研究開発促進税制の概要

（資料）中小企業庁
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とともに、地域の特性を活かした技術開発が実
施されている。
産業クラスターの効果については、既に様々
な先行研究が行われている。その一つである
Porter（1990）の研究によれば、産業クラスター
は生産性の向上やイノベーションの誘発、ベン
チャー企業の創業促進等に寄与すると結論付け
られている。これら3点はわが国における研究
開発の重要な課題であり、「産業クラスター計
画」への期待は高い。しかし、現在の日本の産
業クラスターでは系列的な取引関係が強く、企
業間で知識の相互補完を起こして、イノベー
ションの誘発を図る仕組みとしては、まだ十分
なレベルには達していないとの見方が強いよう
である。
もう1つの支援制度の代表例として、2009年6
月に施行された技術研究組合法40）を採り上げて
おきたい。技術研究組合とは、産業に関する研
究を共同して行うために設立される法人であ
る。この仕組みを利用すれば、不動産や特許の
登記・登録や、研究開発用施設・設備費用の税
務上の損金算入が可能となり、また組合員は賦
課金を費用計上できるようになる（技術研究組
合の費用は組合員が拠出する）。こうした優遇
策を用意することで、企業間の共同研究の促進
が目指されているが、既に同様のスキームによ
り組成された汎用電子乗車券技術組合41）が Sui-
ca42）カードの異業種間システムを開発するな
ど、一定の成果が出ている。しかし、いぜんと
して認知度が低いという問題点も抱えており、
今後はスキーム・使い勝手の良さを中心に、本

制度をいかに PRしていくかが課題である。
その他にも支援制度は数多く存在し、技術移
転を図るTLOに関する措置、特定の地域にお
いて革新的技術開発の阻害要因の克復を図る構
造改革特別区域制度43）、ベンチャー企業の研究
開発活動の活性化を目指した独創的シーズ展開
事業、大学発ベンチャー創出制度、ベンチャー
企業への投資家の税負担を軽減するエンジェル
税制等が制度化されている。こう言った制度に
ついても、使い勝手や PR面等で問題を抱えて
おり、十分に機能しているとは言い難い。

⑵　研究開発減税の効果

これまで現在の研究開発支援制度の概要につ
いて見てきたが、その中で中心的な役割を担っ
ているのが研究開発減税である。ここでは、研
究開発減税の効果について検証したい。
まず、研究開発減税によって税額控除をされ
ている金額から確認しよう。OECDの調査に
よれば、日本における研究開発減税によって税
額控除された総額はGDP比で0.12％となって
いる（図表38）。この水準は米国、フランス、
英国といった国と比べても高い水準となってお
り、日本の研究開発減税は海外と比べて充実し
ているということができる。一方で、政府負担
分の企業研究費が、他国と比べて少ない水準と
なっていることには留意が必要であり、日本に
おける政府の研究開発支援が国際比較上トータ
ルで大きいとまではいえない。
それでは実際に研究開発減税の効果はどの程
度あるのだろうか。過去に様々な調べが行われ

40） 鉱工業技術研究法（1961年に成立した、鉱工業に関わる生産技術の協同研究の促進を目的とした法律）が改正され、併せ
て法律名が変更されたもの。改正時に、技術分野の拡大、設立の簡素化等の見直しが行われている。

41） 改正前の鉱工業技術研究法の下で設立された組合。
42） JR 東日本の ICカード。乗車券や電子マネーとして利用できる。
43） 規制緩和政策の一環として導入された、特定の地域に限定して規制の特例を認める制度。これにより従来法規制等の関係

で事業化等が不可能であった事業が地域限定で可能になるといった効果が表れた。研究開発に関する特別区域としては、
医療関連特区や産学連携関連の特区等がある。



67

みずほ総研論集　2011年Ⅱ号みずほ総研論集　2011年Ⅱ号

ているが、調査によって結果は大きく異なるよ
うである。2008年度に文部科学省によって行わ
れた「科学技術による民間企業の研究開発調査」
によれば、60％超の企業が研究開発支出は税額
控除制度には直接影響されない（研究開発費は
他の要因の影響が大きいため）と回答しており、
実際の効果には疑問を抱かせる内容となってい
る。一方で、経済産業省のアンケート調査に基
づく分析では、2004年度時点で前年度から増加
見込みであった研究開発費7,300億円のうち
6,000億円は研究開発減税による効果という見
方で、研究開発減税の効果は大きいという認識
になっている。
このように研究開発減税そのものの効果につ
いては明確な評価は下しにくいが、研究開発減
税の中の時限措置、特に高水準型の上乗せ減税
の効果は小さいと考える。高水準型の利用条件
である研究開発費 /売上高は、総じていえば研
究開発に積極的であるか否かよりも業種によっ
て決まる部分が大きく、10％を超えている企業
の多くは医薬品業界の企業である。業種以外の
切り口で見ると、利用できるのは、売上が大幅

に減少し、結果として研究開発費の割合が高
まってしまった企業44）である。データに制約が
あるために幅を持って見る必要があるものの、
2008年度における高水準型の研究開発減税の対
象企業（黒字企業のみ）のうち約7割が、製薬
企業もしくは売上が大幅に減少した企業であっ
た。研究開発比率の高い中小企業ベンチャー企
業を優遇することがこの特例的減税のねらいで
あろうが、現状では本来の目的と相違する対象
への減税が多くなってしまっているといえよ
う。
以上のように、わが国には各種の研究開発支
援制度があり、一定の投資拡大効果が観察され
る一方で、制度上・運用上の問題を抱えている
ものもある。ただここで再確認しておきたいの
は、長期的に見て研究開発投資を増やすことは
重要であり生産性や収益の向上に寄与するもの
であるが、足元における日本の競争力低下は、
研究開発投資の不足ではなく、研究開発の効率
性が低いことや、技術を収益に結び付ける力が
不足していることによって生じている面が大き
いということである。実際にマクロで見ると、
近年わが国では研究開発ストックの増加が付加
価値の拡大には結び付きにくくなっている状況
がうかがわれる（前掲図表3）。このような状
況下では、研究開発投資の増額を図るような政
策を充実させることよりも、研究開発の成果を
企業収益に効果的に結び付けることを促す措置
に重点をシフトさせることが重要となろう。

６．研究開発からみた競争力強化のた
めの課題

本稿では、わが国の研究開発の動向を幅広く
確認した上で、近年研究開発効率が低下してい

44） ここでは前年比売上高が10％以上減少した企業を指す。

図表38：政府による研究開発支援の国際比較
（単位：％）

研究開発減税により
税額控除された総額
（GDP比）

政府負担分の企業
研究開発費の総額
（GDP比）

米　国 0.04 0.18

日　本 0.12 0.03

フランス 0.05 0.12

英　国 0.05 0.09

カナダ 0.21 0.02

（注） 1．2005年～2007年の実績（国により異なる）。
　　 2．OECDによる推計値。
（資料）OECD「Science、Technology and Industry 

Outlook 2008」
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る要因について様々な視点から考察してきた。
日本の研究開発効率を押し下げているのは、変
わらない産業構造、進展しない自前主義からの
脱却、不十分な技術経営力、大企業に偏った研
究開発体制など、日本の産業や経営の根幹に関
わる諸問題が多い。しかし、日本が国際競争に
勝ち抜いていくためには、こういった問題を乗
り越えて、企業の事業展開や収益の基盤を強め、
わが国の活性化に結び付くような研究開発体制
を構築していく必要がある。ここでは、日本が
再び競争力を持った技術立国に返り咲くための
課題を企業、政府に分けて考察したい。

⑴　企業の課題

研究開発における日本企業の最大の課題は、
低下傾向にある研究開発効率を引き上げること
である。そのためには、オープンイノベーショ
ンの推進や、新興国における研究開発活動の強
化が欠かせない。以下では、それぞれについて
具体的に説明していきたい。
ａ．オープンイノベーションの推進

オープンイノベーションを推進することは、
国際研究開発競争に勝ち抜き、製品競争力を向
上させるためには避けて通れない。しかし、こ
れまで自前主義で経済発展を成し遂げてきた日
本においては、オープンイノベーションを本格
的に推進しようと考えている企業は非常に少な
い（図表39）。グローバル化、IT化が進み、経
済・技術環境の変化がスピードアップする中で
は、旧来の組織やイノベーションスタイルに固
執するのではなく、時代の変化に即した開かれ
たイノベーションシステムを形成していくこと
が不可欠である。
そもそも日本においては、オープンイノベー

ションとは何かが十分には理解されていない。
オープンイノベーションとは、単に新興国へ製
造・開発拠点をシフトしたり、他社の技術を利
用することだけを意味するのではない。内閣府
の調査会が取りまとめた資料の定義によれば、
オープンイノベーションとは自社内外のイノ
ベーション要素を最適に組み合わせることで新
規技術開発に伴う不確実性要素を最小化しつつ
新たに必要となる技術開発を加速し、最先端の
進化を柔軟に取り込みつつ、製品開発までに要
する時間を最大限節約して最短時間で最大の成
果を得ると同時に、自社の持つ未利用資源を積
極的に外部に切り出し、全体のイノベーション
効率を最大化する手法、となっている（出所：
内閣府基本政策専門調査会（第7回）参考資料
「オープンイノベーションを再定義する」）。
オープンイノベーションを機能させるために
は、企業は研究開発に対する考え方や組織を変

無回答
2％

取組を減らす見通し
1％

取組を変えない
見通し
24％

取組を増やす
見通し
37％

わからない
36％

図表39：オープンイノベーションへの
　　 取組状況（今後の見通し）

（注） 1．企業へのアンケート調査を集計したもの。
　　 2．2008年時点の調査データ。
（資料）国際経済交流財団「EPA/FTAの進展と我が国企

業の海外事業展開に関する調査研究」
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化させなければならない。米国のUC Berkley 
HAAS ビジネススクールのChesbrough 教授
は、企業はオープンイノベーションに対して次
のような考え方を持つ必要があるとしている
（Chesbrough（2003））。
①　社外知識に対して、社内で蓄積した知識
と同等の重要性を認める
②　研究開発から商業的な価値を引き出すに
当たって、ビジネスモデルを軸に据える
③　企業にとって価値のある研究開発成果を
見抜けないリスクを管理する手法を考える
④　（オープンイノベーションを進めるため）
知識や技術の目的にかなうような（知的資
源の）流出を認める。例えば、市場化の道
筋の見えない技術は、外部チャネルを利用
する
⑤　イノベーション仲介者の役割の重視
⑥　オープンイノベーションに適したイノ
ベーション能力、達成度の評価指標
日本企業がそのような考え方を浸透させ、
オープンイノベーションを効果的に実現してい
くためには、技術経営力、知財マネジメント力
の強化が必要であり、優秀なMOT人材の獲得
や育成が求められる。そのためにも、日本企業
はMOT人材の重要性について再認識すると同
時に、場合によっては海外から優秀なMOT人
材を呼び寄せる労を惜しまないようにすべきで
ある。
いずれにせよ、これまで見てきたような研究
開発と事業展開を巡る厳しい環境を踏まえれ
ば、日本企業はオープンイノベーション導入に
向けた人材・組織作りに本格的に、そして真剣
に取り組むことが求められている45）。政府につ
いても、当然ながら企業がオープンイノベー

ションへの対応力を高められるような仕組み作
りが求められよう。政府の取り組むべき課題に
ついては後述する。
ｂ．新興国における研究開発活動の拡大

オープンイノベーションの促進と並んで、重
要な課題となるのが新興国における研究開発活
動の拡大である。新興国における研究開発活動
の拡大は、研究開発効率を向上させるためには
非常に効果的である。人件費等で研究開発コス
トの削減を図れるだけでなく、新興国市場に適
した製品開発、脱ガラパゴス化による売上増加
が期待出来る。そして最も期待されるのが、海
外の優秀な研究開発人材の獲得である。欧米の
情報サービス企業等では、海外の優秀な人材を
獲得するために、既にインドや中国といった
国々を中心に研究開発拠点の設立を積極的に進
めている。
日本企業が新興国における研究開発拠点を設
立する際に鍵となるのが、現地の研究者が働き
たいと思うような環境作りである。日本企業は、
新興国において報酬、教育、社会貢献、異文化
受入等の面で、欧米企業や韓国企業より劣って
いるとの評価を受けているようである46）。この
ことは、優秀な研究者の獲得を目指すための大
きな障害となる。現地の研究者が働きたいと思
うような労働環境作りは、優秀な研究開発者獲
得に向けた第一歩である。
いずれにせよ、研究者の質の低下が指摘され、
また理系離れが進みつつあるわが国において
は、優秀な研究開発人材を獲得することが不可
欠であり、そのために取り組みが求められる。
ただし、これは研究開発の全面的な海外シフト
を促すという趣旨ではない。あくまで、新興国
需要の取り込みや、日本の人材力が弱い分野に

45） 内閣府（2010）でも、日本でオープンイノベーションの導入が遅れている要因は企業行動の問題が中心と述べられている。
46） 2009年の経済産業省の調査による。
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おける人材補完を目的とすべきであり、コアと
なる技術については、従来通り国内で研究開発
を行うべきである。その上で、研究開発効率を
高めつつ、他方で研究開発の「空洞化」を回避
するためには、内外を合わせたトータルな研究
開発の最適化と、その効果の最大化が目指すべ
きところとなろう。

⑵　政府の課題

続いて、政府の課題に移ろう。わが国の研究
開発支援策は研究開発減税中心に組み立てられ
てきたが、日本の競争力低下は、研究開発投資
の不足ではなく、研究開発の効率性が低いこと
や、技術を収益に結びつける力の不足によって
生じている面が大きい。そのため、研究開発投
資のさらなる増加を促すような政策よりも、研
究開発効率の引き上げを後押しするような施策
や、技術を収益に結び付ける力を向上させるよ
うな支援措置が必要である。
その中で最も重要な課題となるのは、企業が
オープンイノベーションへの対応力を高められ
るような仕組み作りである。日本企業のオープ
ンイノベーションの導入が進まない要因は、企
業のみの責任とは言い切れず、政府としても取
り組むべき課題は多い。内閣府の総合科学技術
会議によれば、オープンイノベーションを推進
するために効果的な施策として、以下のような
ものが挙げられている。
①　エクイティ・ファイナンスの強化
②　シーズの「見える化」の強化と民間投資
への橋渡し
③　企業家精神の涵養とネットワークの形
成、起業体験教育
④　カーブアウト47）（現代版のれん分け）の

円滑化
⑤　個人保証の撤廃
これらの政策の他に、知的財産（知財）のファ
ンドや、仲介ビジネスの普及支援策（ファンド
やビジネス主体となる企業に対する立ち上げ時
の助成や、知財ファンドが投資家に配当を支払
う際の配当に対する税制優遇等）の拡充強化が
切望される。現在、日本における民間の知財ファ
ンドや知財の仲介ビジネスは未熟であるが、知
財ビジネスの分野において先進国である米国で
は、既にオープンイノベーションを利用して知
財を生み出し、それを効果的に活用するメカニ
ズムがビジネスモデルとして定着している。日
本においても、民間の知財ビジネスが普及すれ
ば、オープンイノベーションの拡大、安定的な
研究開発資金源の確保、ビジネスに直結した科
学技術力の強化といった効果をもたらすであろ
う。
これらの諸策と合わせて、MOT人材の育成
策の充実、海外からの研究開発人材の受入促進、
日本企業の新興国への研究開発拠点の設立支援
策なども有効であろう。いずれにしても、企業
の研究開発体制を整備し研究開発効率を引き上
げるためには、包括的な制度整備が必要である。
他方、補足的手段として、研究開発減税のよ
り効果的なスタイルへの見直しも求められる。
先にみたように、企業規模別の研究開発効率や
営業利益率は、中小企業が大企業を上回ってい
る。しかし、研究開発投資は、圧倒的に大企業
の方がシェアが大きい。このため、マクロ的な
研究開発効率の引き上げには、中小企業の研究
開発を積極的に後押しすることが効果的であ
る。現在のように大企業や一部の業種が多くの
恩恵を受けるような減税制度を改め、研究開発

47） ベンチャー企業の立ち上げ方法の一つで、企業が事業の一部を切り出し、第三者から投資や経営参画を受け入れることに
より企業を設立する方法。
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を行う中小企業・ベンチャー企業に多く恩恵が
行き渡るような制度への組み直しや、使い勝手
のよい補助金制度の拡充などを行うべきと考え
る。

７．おわりに

わが国の経済は世界金融危機に伴う深刻な不
況を経て、現在は回復過程に入っているが、引
き続き経済環境は厳しく、先行きについても楽
観視することはできない。特に重くのしかかっ
ているのが、大きく拡大してしまった需給
ギャップである。これを解消するためには、内
外の消費者や企業のニーズに合った製品やサー
ビスを開発・提供し、需要を取り込んでいかな
ければならない。またわが国は人口減少・少子
高齢化に直面しており、成長率を高めるために
は、全要素生産性（TFP）の上昇ペースを再
加速させていかなければならない。このような
課題を達成するためには、企業部門がイノベー
ションを創発して、需要を掘り起こすとともに、
供給力を強化していく必要がある。その際に重
要なポイントとなるのが、研究開発力の維持・
向上とともに、研究開発効率を高めることであ
る。
しかし、これまでのところ、日本企業の中に
は、かつての成功体験が邪魔をして、時代の変
化に応じた効率性の高い研究開発システムの構
築や製品開発ができていない例が少なくない。

研究開発を取り巻く環境は大きく変化してお
り、従来の自前主義では限界に達している。今
後も日本企業が自前主義や消費者のニーズから
かけ離れた「過剰」付加価値戦略にこだわり続
ければ、日本製品の競争力がさらに低下し、日
本市場までもが海外製品に埋め尽くされてしま
う可能性もないとはいえない。
また、このところのわが国の研究開発力にか
げりが見え始めている背景には、しばしば指摘
される学力レベルの低下等が潜在している可能
性も否定できない。研究者の質への懸念、理系
離れや教育・基礎研究予算の削減、こういった
ことが起きている中で、将来に向けて研究開発
力を維持できるかどうかとなると疑問符を付け
ざるを得ない。産業のレベルにとどまらず、国
として教育・学術レベルでも真剣な取り組みが
必要な時期に来ているのではなかろうか。
いずれにせよ日本の研究開発を巡る諸問題
は、現代日本の根幹的問題を映している面もあ
り、簡単に解消されるものではない。しかしな
がら、本稿で示したような課題克復のための提
案を含め、有効な施策が講じられ、そこに企業
の努力が重ねられれば、研究開発のレベルと効
率とを高められる余地は十分にあるはずであ
る。そして、このような研究開発における官民
の改革は、わが国経済が抱える諸問題に対する
ロードマップともなるのではなかろうか。
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